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令和７年度競技団体の組織基盤強化支援事業における継続審査に関しては、「令和７年度

競技団体の組織基盤強化支援事業の実施に関する基本方針」（令和７年４月１日スポーツ庁

長官決定）（11）に基づき、以下のとおり継続審査基準を定めるものとする。 
 
競技団体の組織基盤強化支援事業において採択された助成事業のうち、助成事業の実施

が複数年度にわたる場合であって、令和８年度への継続の意思表示がなされた助成事業に

ついては、独立行政法人日本スポーツ振興センター（以下「ＪＳＣ」という。）がスポーツ

庁に審査を付託し、スポーツ庁に設置する評価委員会（以下「評価委員会」という。）にお

いて審査した後、翌年度の継続可否等の審査結果をＪＳＣに回答する。 
評価委員会は、翌年度の事業計画、当該年度の成果及び翌年度の予算をもとに、以下に定

める方法により得点を算出し、当該助成事業の継続可否及び助成金の額の審査を実施する。 
  
１． 得点の算出 

令和７年度における助成事業の成果及び令和８年度の事業計画について、以下の評価項

目について採点を行い、評価委員会各委員の採点結果の平均点を、当該助成事業の得点とす

る。 
 
〔評価項目〕 
 以下、①及び②の観点について、各評価項目５点、計 10点満点で採点を行う。 
 ①当該事業が、事業計画に基づき順調に進捗していること。 
 ②当該事業が、中央競技団体の改革・自走を促進し経営力強化に資するものとして成果が

上がっている、または上がる見込みがあること。 
 
５点：特に優れている ４点：優れている ３点：普通 ２点：劣っている  
１点：大変劣っている、十分な説明・記載がない 

  



 
２． 得点に基づく継続可否 
 当該助成事業の継続の可否は、１．に基づき算出された得点に基づき、下表のとおりとす

る。 
 

得点 継続可否 

５点以上 継続可 

５点未満 継続不可 

 
 
３． 翌年度の助成金の額の算出方法 
 助成金の額の算出方法については、スポーツ庁からＪＳＣに対し、別途通知する。 
 



 
（別紙） 

 
〔継続審査基準：評価項目に紐づく評価の観点〕 
継続審査に関する評価項目 継続審査における評価の観点 

分類 詳細 

１ 当該事業が、事業計

画に基づき順調に進

捗していること。 

（１） 
事業実施プロセ

スについて 

・当初の事業計画に沿って、スケジュールが進捗しているか。 
・当初計画どおりの事業目的、事業内容で実施されているか。 
・事業の実施体制は適切であるか。 
 

（２） 
事業推進姿勢に

ついて 

・実際の事業の進捗状況と自己評価に隔たりがないか。 
・本事業の趣旨を理解し、目標達成に向けた努力が見られる／努力を継続できると思われるか。 
・今年度の取組で生じた課題に関する対応について、次年度の計画に反映されているか。 
 

（３） 
進捗が芳しくな

い場合の対応に

ついて 

＜上記（１）（２）の状況が芳しくない場合のみ考慮＞ 
・斟酌すべき事情があるか。 
・原因や課題の検証が行われ、適切に原因等を把握できているか。 
・その結果を踏まえた改善策が示されているか。 
・改善策は妥当なものであるか。 
・（スケジュールの変更があった場合）変更後のスケジュールが示されているか。 
 

２ 当該事業が、中央競

技団体の改革・自走

を促進し経営力強化

（１） 
直接的な成果 

・団体の収益に関して、成果があった／次年度以降、中長期的に成果がでると見込まれるか。 
・目的に対し、期待した成果があった／次年度以降、中長期的に成果がでると見込まれるか。 
 



に資するものとして

成果が上がってい

る、または上がる見

込みがあること。 

（２） 
スポーツ界への

貢献度、横展開

の可能性 
 

・スポーツ界全体の課題解決（デジタルトランスフォーメーションの推進、共生社会の実現、サステナ

ビリティへの配慮等）に貢献しうるか／貢献しようとしているか。 
・他の団体が活用可能な事業スキームであるなど、横展開の可能性があるか。 
・当該事業が、スポーツの新たな価値創出に資するものであるか。 

 


